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【研究の目的】 
 裁判所または裁判外での私人間または私人と国家との間の国際紛争解決において、文化的背景を異に
する実務的規律ないし法的規範の衝突が、紛争処理の障害となり得る。このような衝突において最密接
関係の探究による国際私法の伝統的理解と現代的課題をあらためて検討することが本研究の目的である。 
 
【研究活動及び成果】 

本研究グループは、私人と私人の間または私人と国家の間の渉外的紛争について、広義の国際私法（国
際関係法（私法系））の現代的課題を検討することを目的としている。2021年度は、国際仲裁判断の承
認執行に関する中国の制度、ICSID仲裁判断の豪州の裁判所による執行問題、婚姻および離婚に関する国
際家族法の問題、国際環境損害の民事訴訟の類型化など、メンバーによる個別テーマの研究報告を行い、
諸外国および日本の法の現状を、諸外国および国内の裁判例の動向と合わせて研究した。 
口頭発表 
グループ内の個別報告を以下のように行った。 

2021年4月15日 梶田 幸雄 「中国自由貿易区における臨時仲裁制度の概要と課題」 
2021年5月20日 セルバラットナム・ダニエル（中央大学大学院博士課程前期課程）「国際私法におけ

るタラーク離婚と公序の関係性―独日の裁判例を比較して」 
2021年6月17日 佐藤 文彦 「氏名の意義について」 
2021年7月15日 楢﨑みどり「国境を越える環境汚染―日本に関わる最近の越境損害事件の4形態」 
2021年8月24日 田村 侑也 「ICSID仲裁判断の承認・執行手続と裁判権免除―オーストラリア連邦

裁判所Infrastructure Services Luxembourg事件判決を手がかりに―」 
2021年9月16日 梶田 幸雄「域外適用的経済制裁と国際取引契約における制裁条項の効力 

―AlDakkakTradingv. 福建鼎豊機電事件などを参考にして」 
2021年10月21日 佐藤 文彦「離婚の無効確認請求が認容された事例（東京地裁令和2年3月23日判

決・判例タイムズ１４８３号２５１頁、判例時報２４８０号５４頁）」 
2021年11月18日 田村 侑也「オランダ＝チェコスロバキア投資協定上の仲裁条項の有効性を肯定し

た上で、投資の適法性が立証されていないとして管轄権を否定した事
例－Fynerdale v. Czech Republic, PCA Case No. 2018-18, Award 
(29 April 2021)－」 

2021年12月16日 梶田 幸雄「外国仲裁機関の中国国内における仲裁判断の効力― 国際化に向けた
司法解釈の変更と仲裁法改正案」 

2022年1月27日  楢﨑みどり「親権に関する立法不作為を理由とする国家賠償訴訟と人権アプローチ」
（東京地判R 3・2・17（平31 (ワ) 7514号） 
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